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論文内容の要旨
民事交通訴訟は，本来不法行為損害賠償事件の一種であり，昭和四十年代に入ってようやくその類
型性を確立した新しい分野として，一人前となって以来ほぼ十年である。その聞における実務と理論
とのかかわり合いは，学者による教科書的著作の欠如から，ちょうど形成期における労働訴訟のよう
に，実務およびそれに根ざした理論の演じた役割が大きかったと評してよいと思われる。そして，そ
の後の公害・薬害係争の賠償請求額や判決額からも判るように，交通訴訟によって形成された損害算
定法理が他の人身被害賠償額についても深い影響を及ぼしたことは争えぬ事実であって，この点では，
交通訴訟は，労働訴訟・特許訴訟などのように特殊分野の法理を形成するに止まらず，損害賠償訴訟
一般にも通じる法理を実体面でも手続面でも形成して来たと評価することが許されるのであろう。本
研究は，交通訴訟の実務において生じた問題点に理論的省察を加え，その解決のための理論構成を試
みたもので，上のような交通訴訟法理の形成過程において重要な役割を果している。
第一章(民事交通訴訟の課題)は，新訴訟類型としての民事交通訴訟の烏敵的展望である。この分
野には従来概論的な著作がなかったので，体系的記述としてはわが国ではじめての試みになった。理
論と運用の二面に分ったが，本研究の他の論文は，損害論と証明論に関するものが多いので，責任論
に関する筆者の見解は ここに集約的に示しである。
第二章(交通事故と企業の損害)は，昭和四十年以降初めて見られるようになったいわゆる企業損
害に基づく賠償請求訴訟の扱いを論じたものである。この頃までは，実務も学説も，事故被害者とし
ての会社の原告適格を疑わず，もっぱら相当因果関係の問題としての処理を考えていたのであるが，
筆者は， ドイツ民法の考え方に学んで，人身事故における被害者はその死傷の当人だけであり，他は
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すべて間接的な被害者であって本来原告適格を有しないのではないか，という新しい視座から，従来
わが国の学説では余り用いられたことのない「間接被害者」の概念を導入して問題を見直してみた。
そうすると，企業損害を一般論として否定できるが，法人成りしたためかえって保護を奪われる零細
企業が生じては本意ないので，企業の所有と経営とが分離していないような場合を「被害者と会社と
が経済的同一体関係にある場合」として要件化することによって，例外的に救済を認めた。この私見
は，その後最高裁昭和四三年十一月十五日(民集二二巻十二号二六一五頁)によって肯定され，学説
の支持も得て，現在通説化している。
第三章(定期金賠償試論)は，現在の実務を支配する損害賠償の一時払請求が果して唯一のものか
否かを，これもドイツ民法を参照しつつ，反省してみたものであるが，その動機は，心証不足にかか
わらず損害を計算し認定することの不自然さから，いわゆる逸失利益算定法の擬制的性格を指摘する
批判に対してどう答えるかにあった。一時払請求は平均余命表を利用しての将来収入の仮定の上に成
り立つO これを年々に発生するものとして年々に賠償させることにすれば，死ねば貰えないのである
から，擬制による無理はかなり減じる。この見通しのもとに，わが国の実務で定期金賠償を採用する
場合の理論上，実務上の得失を考察してみた。
第四章(交通事故訴訟における事実の証明度)および第五章(損害賠償訴訟における損害の証明度)
は，ともに，訴訟実務にとって法律解釈よりも重要でありながら，従来実務家によっていささか秘儀
的に扱われる傾きがあったためか，学者の研究も少なかった証明論(事実認定論)を，多少とも客観
的に，心証度の目盛りを想定し，確率の公式なども使用して，論じてみたものである。事実認定の中
で最も重要性ある「事実上の推定」とその特殊な場合である「一応の推定」の区別，間接事実と補助
事実との証明度の相違，主要事実の証明度における刑事と民事との相違等について，首尾一貫した結
論を引き出したことは，一つの寄与となったと考えられる。なお，交通事故訴訟，さらには人身賠償
訴訟一般に関する特殊の問題として抽象的損害の証明をどう扱うか，という難問に対し確率的心証・
多値的心証というこつの新しい考え方により，抽象的損害の心証度を高める提案をしている。
第六章(逸失利益算定法への一疑問)は，現在支配的な逸失利益損害賠償額の算定法に対する批判
である。中間利息控除に関するホフマン式計算に対するライプニッツ式の採用といった局部的批判は
従来から唱えられているが，その両者を合せて，生存の確率に対する顧慮を欠いているのではなかろ
うか。それは，例えば，平均余年一杯収入のある人と終身年金を貰う人とが，論理上後者の方が期待
利益大なること明らかであるにかかわらず，現在の逸失利益算定法では両者同額となるという奇妙な
事実で示されよう。この事実の認識は，生存の確率を考慮に入れた新しい係数表の構想、に導くし，ま
た，従来の実務も学者も，平均余命の意義を誤解し，統計値に過ぎぬのに個人の生存余命の認定根拠
として用いていたことへの反省ももたらす。ここで確率の考え方を入れ，第四章で一言した確率的心
証でヨリ高い心証を達成することをはかるべきであり，これは，従来の証明責任論のド夕、、マである悉
無率から解放されれば少くとも金銭賠償訴訟では可能であることを論証した。
第七章(保険内事件の和解)は，民事交通部独得の現象としていえる責任保険会社の隠れた「訴訟
後見」に対する摘発である。
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第八章(東京地裁交通部の和解中心主義とその功罪)は，交通訴訟における和解中心の運営の実状
報告であるが，現在その正当性について余り疑いを懐かれていない集中審理方式に対する再検討の必
要をも指摘した。
第九章(自動車事故における過失割合の認定基準)は，従来の交通事件の審理において慰籍料の定
額化に伴い過失相殺の判断が一番大きな決定要因として働くようになったが，各裁判官まちまちであ
ったことにかんがみ，重要な八類型を選び，道交法上の注意義務違反が加害者にも被害者にも共通要
素として存する以上、比率(過失割合)として数学化できると考え，基本要素を一桁の数値で示し，
これに，事故直前における結果回避の可能性の諸要因を修正要素として参酌することとして，八表を
完成した。この表は，損害保険会社を通じて全国的に普及し，裁判の予測を可能ならしめ，間接的に
示談額の適正化や訴訟抑制の効果も果した。
論文の審査結果の要旨
1. 交通革命といわれるほどの交通事情の変革のなかで交通事故に関連する訴訟もその様相を一変
した。殊に昨今における民事交通訴訟の増加 lム極めて著しく，大都市の裁判所では，民事訴訟新受
事件の20% にも及び北米合衆国では実に50~60% にも達しているといわれる。この種の訴訟は，その
特殊性に対し既成の一般的な不法行為法理論ないし訴訟理論のそのままの適用によっては必ずしも適
切な解決を得ることができないところから 激増する訴訟の現実の処理上の苦心のなかに多くの新た
な実体法上及び手続上の問題点を浮び上らせ まず裁判実務を契機として これらの問題点に対する
理論的解明の努力が盛んになされるようになった。この努力を先導する主力的地位にあったのが，東
京地方裁判所において交通事件専門部を主宰された倉田卓次氏であり，その努力の成果をまとめあげ
たものが，本論文である。本論文のメリットは，特に次の三点にあると考えられる。第一に，従来の
不法行為法及び民事訴訟法の理論に対して鋭利な批判を加え，新たな理論的展開を導いた点であり，
第二に，新訴訟類型としての民事交通訴訟の構成，学問的整備を初めて行ったという点であり，第三
に，交通訴訟における裁判所実務の検討によりその理論的反省と統一的処理基準の形成に寄与したと
いう点である。
ll. 既成理論の批判，新理論の提示は，論文全体を通じ随所にみられるが，二，三の例を以下に示
す。
1 )一つは，いわゆる企業損害に基づく賠償請求に関する。従来の学説及び実務は，社員の受けた
人身事故により会社に損害を生ずる場合に，会社に対する関係においても不法行為の成立することを
認め，会社の損害賠償請求権の成否を専ら相当因果関係の問題として処理してきた。本論文第 2 章は，
これに対して疑問を提起し，このように損害があるところに不法行為ありとして損害の外枠まで裁判
官に決めさせるのは裁判官の恋意に流れ法的安定性を害するおそれがあるとし，このような理論が適
用しているのは，民法第 709 条の解釈論の発展過程において「権利侵害」の要件を「違法性」に置き
換えた際，被害者の概念もまたその影響を受けて侵害行為を離れた誤りに起因することを指摘する。
これに代え，人身事故の被害者を死傷した当人に限り，他を間接被害者とする理論構成を提示すると
ともに，会社が損害賠償を請求し得るのは債務不履行や債権侵害などの理論により得る特殊の場合は
別として，通常は他の間接の請求権による理論構成の可能な範囲の損害に止まり，企業損害一般には，
被害者が会社と経済的同一体の関係にある場合を除き，原則としては及ばない，と論じた。これは，一
個人の人身傷害に莫大な企業損害が随伴する場合における通説的処理の不合理を衝き，不法行為の成
立条件を緩和するために生まれた違法性理論が損害及び被害者の拡大の方向にまで不当に利用されて
いることを正しく批判したものでその後の学説・判例に広く影響を与え，支持を得ている。また，こ
の所説は，一つの身体傷害の被害者概念をその傷害行為を離れて損害に即して立てることから治療費
.逸失利益・慰藷料等に応じそれぞれ異別の訴訟物を構成していた従来の通説的見解に対する疑惑を
も誘致し最近の最高裁判所の新判例における訴訟物一本化への先駆をなしたものと評価できる。
2 )定期金賠償のための試論(第 2 章)もこれまでの伝統的な理論が不法行為による損害は行為時
に発生するとの前提から，現実化するかどうか必ずしも確実でない将来の損害につき因果関係なり発
生時期を認定し，その額を強いて計算した上中間利息を控除して賠償を命じていることの不合理を初
めて正面から取り上げたもので，将来発生する損害でも民事訴訟法第 226 条の要件を満す限り，将来
の給付の訴に依り得るはずでトあり，従来の民法学者の所論はこの訴訟法的可能性を看過したため請求
し得る全ての損害を既発生のものとみるドグマに陥っていたのではないかと批判し，特に将来得べか
りし利益の逸失による損害の定期金による賠償を認めることが直接の明文を持たない我が民法及び民
事訴訟法の下においても理論上可能であること，及び，これを認める利点並びにその反面における欠
点を克明に検討している。事故時に全損害の発生を見て，将来の逸失利益についても事故の時点に遡
って現在価格を算定する現在までの慣行には事実認定上の非科学性・不合理性が存することは紛れも
なく， ドイツ民法では，身体傷害による営利能力の喪失・減少又は出費の増加，殺害の場合の死者に
対する扶養請求権の喪失，被害者に対する労務給付請求権の喪失の諸場合につき定期金賠償を原則と
している。事実認定上の厳格性を確保しつつ損害の客観的実態を把握し弁論終結後の事情変更にも即
応し得る方法として定期金賠償への指向は正当と信ずることができ その理論構成上の諸問題を細か
く検討し立論の可能性を論証した本論文は問題解決への重要な布石を果したものといえる。
3 )訴訟における事実認定は，事実審裁判官の専権事項とされ，自由心証主義という錦の御旗の陰
に隠れて科学的な認識の及び得ない領域とされてきた。学者の側から理論的解明を試みるにも，その
素材自体が裁判官の秘儀的に扱われているため，立ち入るすべがない状況であったといえる。しかし，
本論文の第 4 章及び第 5 章の記述は，この状況を打破し，損害賠償訴訟における事実の証明度の問題
に対する客観的・理論的な検討を詳密に展開することによって，事実認定に関する理論上の問題点を
明確に指摘し，確率論をも導入して首尾一貫した結論を提示した。これは，事実認定論の科学的構成
を基礎付けたものとして学界に対する重要な寄与と評価することができる。
III. 本論文の第二のメリットは，新訴訟類型としての民事交通訴訟の体系構成と理論的整備にある。
民事交通訴訟は，もとより民事事件の一類型として不法行為による損害賠償請求の一般理論を基礎と
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するが，他面，交通取締法規刑罰法規とも関連して刑事交通訴訟に付接し，さらに，賠償責任保険の
領域とも隣接するが裁判官による司法的解決をめざす訴訟としてこれと区別される存在であり，事件
数の著増とともに実務処理上の特殊性も明確に定着しつつある。本論文の全体がこのような民事交通
訴訟の類型的特殊性の明確化に大きく資したといえるが，特に第 1 章・民事交通訴訟の課題は，民事
交通訴訟に関する諸問題を理論上のそれと運用上のそれに大別したうえ，理論上の問題についても賠
償義務者，賠償権利者，損害論，訴訟手続に関するものに区分して，多数の問題点を適切に整序し内
容についても充実した解明を与えつつ網羅的に提示し，問題点相互間の関連性・共通性を指摘するこ
とによって統一的視座からの理論構成を可能とした意義は大きしh
町.更に，交通訴訟実務の理論的反省と統一的処理基準の形成に対する寄与を本論文のメリットに
数えることができょう。例えば，東京地方裁判所における交通訴訟の処理として和解による訴訟終了
が非常に高率を占めていることに対しでは，実務の内部にも賛否の両論があるが，本論文は，和解中
心の運用が事件増加に対する窮余の策ではなく交通事件の性格に根ざす結果であり現実にも妥当で、あ
ることを論じ(第 8 章)，また，逸失利益の算定にひろく用いられているホフマン係数表が稼動年限ま
で被害者の生存を 100% の蓋然性あるものとしている前提の不当を衝き，生存の確率を考慮に入れた
新係数表の構想、を打ち出し(第 6 章)，更にまた，賠償額の決定における最も重要な要因の一つである
過失相殺の規準が裁判所によりあるいは各裁判官ごとにかなり差があることを指摘し，自動車事故に
関し過失相殺が問題となる八つの類型を選んで、各類型につき過失割合を決する基本要素の数値を示し，
その修正要素の比重表をも加えて統一規準を完成した(第 9 章)。ごれらは，単に裁判所における実務
処理上の技術的規準を改善し統一化するという意味を有するにとどまらず\裁判実務を通しての交通
法理の形成，いわゆる裁判官による法の補充的形成への努力にほかならない。立法者の予想しなかっ
た新訴訟類型としての民事交通訴訟の領域においてこれに即した新たな法理の発展が要請される局面
は多々あると考えられるがその端緒は裁判実務の理論的整備であり，その結果としての統一的処理で
なければならない。本論文は，この点でも注目すべき価値を担うものということができる。
V. 尤も，本論文に全く間然すべき点がないというわけではない。記述は， しばしば実務上の観点
から，その関心に従つてなされ，外国の制度なり理論に対する言及は少なくかっ断片的に見られるに
すぎない。また，いわゆる多値的心証及び確率的心証の理論(第 4 章 4 )には，多分に疑問なきを得
ない。特に，確率に応じての心証修正を過去の一回的な生起に係る因果関係の認定にも適用すること
に対しては，到底賛同することができない。しかし，これらの理論もまた，我々の当面する未解決の
問題につき適切な解決に至るための貴重な提言であり，本論文の価値をいささかも減ずるものではな
Po 
VI.以上の通り，本論文を審査した結果，審査委員全員の一致した結論として，倉田卓次氏に法学
博士の学位を授与する充分な資格が有ると判定する。
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